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生産性と相互性のリベラリズム再考
―ロールズ主義における障害者包摂をめぐって

オックスフォード大学政治学国際関係学部博士課程　大庭　大

生産性と相互性を擁護するリベラルな政治理論の意義は何か。また、そ
のような理論が関わる排除はいかにして最小化されうるか。本稿はロール
ズ主義の諸理論に焦点を当ててこれらの問いを考察する。
ロールズの正義論の部分的修正による排除の問題への対応は二つに大分
されうる。ひとつは生産的貢献の要件を厳格に理解しつつ包摂を目指す立
場、もうひとつは生産的貢献の要件自体をより拡張的に理解する立場であ
る。本稿ではこれらの提案を検討し、いずれも非典型的資質をもつ人を適
切に社会的協働に包摂する施策を導くことに失敗していると論じる。その
うえで、既存の議論の不備を乗り越えるロールズ主義の構想を提示する。
本稿の提案は、ロールズ理論の特徴として析出される協働の四要件と相互
性の制度媒介モデルを維持しつつ、社会的協働を脱個人主義的に理解する
ことである。ロールズ主義は、相互性に基づく生産的貢献を社会制度の正
義にとって重要な価値と位置づけつつ、非典型的な資質をもつ人を社会的
協働の枠組みに包摂することを指令する。本稿は、社会的協働への参与の
ための広範で実質的な支援の提供に、正義の優先的課題という地位を与え
る。
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生産性という言葉は強い負の含意をもつ。障害者について「非生産的」
「誰も幸せにしない」と語る犯人による重度知的障害者殺害事件はその痛
ましい象徴である（神奈川新聞取材班 2020）。生産性を称揚する競争社会
が弱者への極度の残虐性の遠因であるとの指摘もある。私たちの社会は生
産性についてどう考えるべきだろうか。
本稿は社会制度の正しさを問う規範的政治理論に焦点を当て、次の問い
を考察する。生産性と相互性を擁護するリベラルな政治理論の意義は何
か。また、そのような理論が関わる排除はいかにして最小化されうるか。
より具体的に、本稿はロールズの正義論およびそれを継承する諸理論につ
いて論じる。ロールズの正義論は、現代のリベラルな平等主義のあり方を
広く規定する枠組みとして今なお影響力を保っている。ロールズの理論の
起点には相互便益のための共同事業としての社会において各成員が相互性
（reciprocity）の価値に基づき生産的貢献を行うという想定がある［1］。この
想定の排除性についても議論が重ねられてきた［2］。
ロールズの正義論の枠組みを維持しつつ限定的修正を行う立場を本稿で
はロールズ主義と呼ぶ［3］。様々なロールズ主義者が排除の問題に応答して
きたが、対応は二つに大分される。ひとつは生産的貢献［4］の要件を厳格
に理解しつつ包摂を目指す立場（フリーマン、ホワイト、スタークら）、
もうひとつは生産的貢献の要件自体をより拡張的に理解する立場（ウォ
ン、ハートリーら）である。本稿ではこれらの提案のいずれもが非典型的
資質をもつ人を適切に社会的協働に包摂する施策を導くことに失敗してい
ると論じ、既存の議論の不備を乗り越えるロールズ主義の構想の提示を試
みる。
本稿の立場は以下の通りである。ロールズ主義は排除を根元的に伴う
が、その程度は極小に抑えられる。ロールズ主義は、相互性に基づく生産
的貢献を社会制度の正義にとって重要な価値と位置づけつつ、知的・精神
的障害をもつ人を含む非典型的な資質をもつ人を社会的協働の枠組みに包
摂することを指令する［5］。そのような包摂はロールズ的な正義の構想にと
って優先課題でさえある。
以下、第一節では、ロールズ主義が依拠する社会的協働の四つの要件を
定式化し、それが含意する相互性の観念を制度媒介モデルとして析出す
る。第二節では、ロールズにおける通常性と相互性の観念の排除的性格に
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対する批判の検討を通じて、ロールズ的な相互性の広い意味を確認する。
第三節、第四節では、非典型的資質をもつ人を社会的協働に包摂するため
のロールズ主義の修正案を検討する。協働の四要件の枠内での修正とこれ
に修正を迫る提案を検討し、それぞれの問題点を指摘する。第五節では、
これらの問題点を解消しうるロールズ主義修正案を提示する。本稿の提案
は、協働の四要件と相互性の制度媒介モデルを維持しつつ社会的協働をよ
り非個人主義的に理解することである。本稿は、社会的協働への参与のた
めの広範で実質的な支援の提供に、正義の優先的課題という地位を与え
る。

生産性偏重の価値観の見直しも恐らく必要だろう。だが包摂と生産性の
二者択一は必ずしも適切でない。本稿は、ロールズ主義がコミットする生
産性の価値の検討を通じて、それが排除ではなく最大限の包摂を含意する
ものと理解されうることを示す。排除に抗するうえで多くの局面で必要な
のは生産性の否定ではなくその適切な理解である。

一　社会的協働と相互性の要請

社会的協働はロールズの正義の構想の中心的観念のひとつである。ロー
ルズは社会を「長期にわたる社会的協働の公正なシステム」であり、「相
互便益（mutual advantage）のための共同事業」であると定義している［6］。
本節では、ロールズにおける社会的協働［7］の観念を、フリーマンらの解
説を援用しつつ定式化し、さらに、それが含意する相互性の要請を析出す
る。
社会的協働とは何か。それは次の四要件を満たす活動として整理でき
る。

①　公開性：公的な諸制度のもと行われ、原則として社会一般に開か
れていること

②　生産性：社会の他の成員に利益として享受されるものであること
③　非搾取性：協働に参加する人の善の構想追求への根本的関心を尊
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重すること
④　条件整備：社会の責任において、協働の公正な条件を規定すると
ともに個人の社会的協働への参加を可能にするような制度編成を実
現し協働への参加を促すこと

順に確認していこう。

①　まず、ロールズのいう社会的協働とは単に他者との連携を伴う活動
ではない［8］。協働は相互性の観念を体現する公正な諸条件に基づかねばな
らない。つまり、協働は正義に適った社会の諸制度のもとで行われる必要
がある。さらに、協働は公開性をもち、参加者たちが適切なものと認める
公的な規則によって統制されなければならない。閉じた私的関係性（例：
家族）の中での排他的な互恵的行為は、通常社会的協働とはいえない［9］。
協働は開かれた公的な仕組みを介して行われなければならない。

②　協働は生産的貢献を伴う。社会の基礎構造は「市民が社会的資源を
生産する」ために協働することを可能にする「公正・効率的で生産的な社
会的協働の体系」を維持すべく規制されなければならない、とロールズは
主張する［10］。ここで生産的とは他者に便益をもたらすことである。一人
でもその価値を享受する人がいればその活動は生産的であり、その内容

4 4

は
極めて多様でありうる。ロールズの理論が統制するのは協働の文脈

4 4

であ
る。生産的貢献とはその意味で他者に便益をもたらす活動であり、公正で
自由な市場における活動がその典型的な形である。

③　相互便益観念の中心には個人の根本的関心がある。フリーマンによ
れば、

協働は各人の合理的善ないし便益（advantage）に資すべしという主張
は、〈協働から何かを得るか何も失わない場合にのみ、各人は、他者
と協働し他者の権利と主張を尊重すべき理由をもつ〉ということを意
味しない。それが意味するのはむしろ次のことである：遵守が不都合
であったり自分の便益に反したりする局面においても誰もが常に遵守
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することが期待される協働の諸規則は、搾取的であってはならず、各
人の根本的で長期の関心（interests）を考慮し促進せねばならない［11］。

つまり、協働の公正な条件は費用や便益にかかわらず尊重・遵守されね
ばならないが、同時に協働は、善の構想を適宜修正しつつ追求する各個人
の根本的関心を尊重するものでなければならない。ここで搾取とは、ある
人々の根本的関心を他の人の関心のために犠牲にすることである。

④　最後に、生産的貢献は個人によって一方的に担われるものではな
い。一方で「全ての市民は社会の協働的営為のなかで自分の役割を果たさ
なければならない」［12］。ホワイトとフリーマンはこの要請を「生産的相互
性」と呼ぶ［13］。他方でこれは生産的労働の適切な機会があることを前提
としている。市民に生産的貢献を求めるにはまず「実りある仕事の機会が
一般的に入手可能」でなければならない［14］。正義に適った制度構想につ
いて語るなかでロールズは、その主たる目的を「全ての市民を、適切な程
度の社会的・経済的平等を足場として自らの事柄を成し遂げられるような
地位に置くこと」としている［15］。協働の機会がどのようなものかという
ことも制度によって規定される要因のひとつである。「諸制度は様々な建
設的努力を促進するように社会的協働を編成しなければならない」［16］。生
産的相互性は、社会が、様々な才能・資質や意欲［17］をもつ人たちに社会
的協働に参加する実質的な機会を広く提供することなしには成り立たな
い。ロールズ的相互性は市民が社会（＝他の市民、以下同）に対して負う
責務を規定するだけでなく、諸制度のあり方を通じて社会が個人に対して
負う責務も規定するのである。

これらの要件（特に③と④）を踏まえ、貢献の相互性のロールズ主義的
理解（制度媒介モデル）と通俗的理解（直接モデル）の違いを図1に示そ
う。制度媒介モデルは、個人による貢献と社会による分配を構成する要素
を分節化し、要素間の論理的順序の構造を明確化する。この理解によれ
ば、社会による条件整備とそれが可能にする個人による善の構想追求がな
されて初めて、個人の貢献が期待されうる。条件整備が先行しなければな
らないのは、四要件を満たさない貢献は社会的協働ではなく

4 4

、社会はそれ
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を要請する根拠をもたない
4 4

からである［18］。これは②を満たさない活動
（例：友人間での貢献）を社会が要請できないのと同じである。したがっ
て貢献の前段階に支障があった場合、貢献的活動は適切な社会的協働では
ないため個人が参与する責務は生じず、貢献できないことの原因は社会の
側の責務不履行に帰される。これに対して、直接モデルにおいては貢献と
分配の間に順序は設定されず、いずれかの先行を要請する根拠はない。そ
こで個人はいわば常に無条件に貢献を期待される（個人が社会から利益を
受けているとみなされるなら、貢献は一層強く求められうる）。

なお公正な協働の条件を構成する条件整備は、道徳的諸力（善の構想の
能力と正義感覚の能力）の形成と社会的協働への実際の参加の二側面に関
わる。いかなる整備が要請されるかは次節以降で検討してゆくが、先取り
していえば本稿は二側面の条件整備が連続的かつ実質を伴うものとして行
われなければならないと主張する。それはロールズの人格と社会の構想
を、相互に補強する結びつきにおいて理解することでもある。すなわち、
人格の構想が規定する能力の形成と行使を社会制度が助けることで、個人
は協働への参加者となり、翻って協働は個人にとって自尊と善の構想追求
の基盤となる。

二　批判―通常性と相互性

ロールズ主義の排除性を指摘する重要な批判に、通常性の問題と相互性

図 1　貢献の相互性の二つの理念

凡例：■♯ 論理的順序
出所：筆者作成

直接モデル

個人 社会（他者）

貢献 利益の配分

制度媒介モデル

個人 社会（他者）

3貢献 4利益の配分
2善の構想の追求 1条件整備
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の問題がある。本節では特に相互性の問題に関連して、ロールズが提示す
る相互性の価値の多層性を見たうえで、排除の問題をその文脈に位置づけ
る。
ロールズは、理想的な社会における正義のあり方を検討するうえで、全
ての人は「普通の範囲」に収まる身体的ニーズと精神的能力をもつと想定
する［19］。この想定が排除性をもつというのが第一の批判である。依存性
やケアの必要の等閑視、そして道徳的諸力や就業する能力・意欲をもつと
いう人格の構想が、そうした想定から外れる人を排除するとされる［20］。
これと関連して相互性の問題がある。松尾によればロールズ的な相互性
は、各人に何らかの貢献を求めるため「『己の分』を果たすことのできな
い者、誰に対しても利益をもたらさず、社会に何ら貢献しえない者を不可
避的に排除する」［21］。そのため相互性は「『生産的』貢献を為しえない者」
との連帯の理由たりえない［22］。
ここでは相互性の問題に焦点を当てる。まず松尾のいう排除性はロール
ズ的な相互性（制度媒介モデル）においてはある程度回避される。制度媒
介モデルは社会による条件整備を個人の貢献に先行させるからである。だ
が、そこにおいても、貢献を行わない人には貢献への応答としての利益配
分はなされないという懸念は残る。また、条件整備は貢献の見込みに応じ
て優先順位づけされるかもしれない。
応答しよう。確かに優先順位づけは不可避だが、それが正義の構想に従
って行われるとき排除性は最小化される。ロールズの正義論は複数の意味
での相互性を体現しており、それらは単純な互恵関係には還元されない。
特に重要なのが格差原理が表現する相互性と、正義原理全体と自然的義務
が支える相互尊重の関係である。
ロールズの正義の原理とは次のようなものである［23］。第一原理は、全

ての人の同様の自由の体系と両立可能な、基本的自由の十全な体系への請
求権を各人が有することを規定する。第二原理は、まず社会的・経済的不
平等が実質的な機会の平等によって制約されることを要請する（公正な機
会均等原理、FEO）。これは、同程度の資質と意欲をもつ人に同等の機会
が開かれており、成功の見込みが個人の出自に影響されないことを要請す
る。次に、社会的・経済的不平等が社会の最も不利な成員の利益に最大限
適うものであることが要請される（格差原理）。
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格差原理は、より有利な立場にある人が協働から得る追加的便益はそれ
がより不利な人の境遇を最大限改善する場合のみ正当化されるという考え
に導かれている［24］。これはいかなる意味で相互性を表しているのだろう
か。鍵となるのは偶然的差異の扱いである。生得的資質はもとより、努力
性向を含む獲得された資質も生育環境という偶然的要因に関わる［25］。ま
た、どのような能力が高い貢献度をもつかも、特定社会の特定時点での構
造的特徴に左右される［26］。誰もこのような偶然がもたらす利益の他者よ
り大きい取り分を正当に要求しえない。だが、人々が厳密な平等状態を離
れて協働を組織するとすれば、必然的に相対的な有利・不利が生じる。経
済的取り分だけでなく、能力をより十全に発揮しうる役職や指導的地位も
有利（advantage）を構成する。協働を組織すること自体が含意するこの不
平等に加えて、協働の負荷と便益を分配する原理がより有利な立場にある
人の予期に―社会の予期の加重平均という間接的な形であれ―重みを
与えるなら、それはより有利な人を二重に優遇することになる［27］。この
とき、不利な立場にある人はすでに恵まれている人のさらなる利益のため
に犠牲にされていることになる。これは適切な相互便益関係とはいえな
い。最も不利な人が受容しうる相互性の関係とは、より有利な人が社会的
協動から引き出す便益が、同時に最も不利な人の境遇を最大限改善するも
のとなるような協働のあり方であることになる。そのような仕方で協働が
行われるよう社会の諸制度が編成されるとき、格差原理が表現する相互性
が満たされる。
もうひとつ重要なのが相互尊重の関係である。ロールズの正義原理は全
体として市民としての相互尊重の関係を表現する［28］。まず、第一原理は
自らの善の構想を自律的に追求する主体としての市民の相互承認を表す。
「基本的諸自由を公共的に肯定することによって、よく編成された（well-
ordered）社会の市民は、理に適っており信頼に足るものとしての互いへ
の尊重を示している。またそれは、全ての同胞市民が各自の生き方に付与
する価値に対する市民たちの承認をも示している」［29］。そのうえで第二原
理は、最も不利な人を優先する仕方で経済的・社会的な不平等を規制す
る。これらに加えて、（原初状態において正義原理とともに採用される）
自然的義務として、より対人的な意味での相互尊重が要請される。市民は
道徳的存在者としての人格に対する尊重をもって互いを遇する義務をも
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つ［30］。それは、他者の観点を理解しようとすることや、他者の感情や願
望を認識し小さな手助けを厭わないことなどを要請する。こうした相互尊
重は、他の市民が追求に値する独自の善の構想と正義を尊重する心根をも
つ人であることを表明する意味をもつ。
以上のように、ロールズが重視する相互性の価値は複数の形をとり、市
民の間に多層的に形成される。
だが松尾は、相互尊重を含むどのような相互性も「協働への貢献と結び
付けられた資産の分配によって可能になる」のであるから、相互性の中心
にあるのは協働に寄与できない人を排除する互恵関係であるとも言う［31］。
生産性が相互性を可能にするという理解は一面では正しい。だが逆に、相
互性の理念とそれに基づく関係が生産的な社会的協働を可能にするという
側面もある。制度媒介モデルが示すように、少なくとも規範理論的な論理
の順序としては相互性は生産性に先立ち、そのあり方を制約する。さらに
格差原理が表現する相互性についていえば、それは極力全ての市民が協働
に寄与しうる立場に置かれることを要請するが、ある人々が生産的貢献を
できない（しない）ことによって直ちに瓦解するわけではない。また、対
人的な相互尊重と基本的諸自由の大部分が実現されるために資産は必ずし
も必要でない。
加えて、協働への包摂に限界があることは織り込み済みであるともいえ
る。ロールズは自身の理論的課題を設定するにあたって、「人々が通常の
意味で社会の協働的な成員であることを妨げるような一時的障害、永続的
障害や精神的不調は一時的に脇におく」とした［32］。この言明は明白に問
題のある排除を示唆するものと理解されることもあるが［33］、別の解釈も
ありうる。スタークによればその意味するところは、当該時点の技術水準

4 4 4 4 4 4 4 4 4

に基づいて
4 4 4 4 4

どのように社会のあり方を組み直しても生産的貢献をなすこと
が絶対的にできない人を協働の枠組みに組み込むことは適切ではない、と
いうことである［34］。例えば現代においては一部の重度の脳疾患をもつ人
がこれに該当するだろう。だが、協働からの排除は社会からの排除ではな
い。協働への十全な参加は社会の成員であるための条件ではなく、社会
は、協働に参与できない人に対しても正義の自然的義務、人権、社会的ミ
ニマムを提供しなければならない［35］。ロールズ主義は社会的協働からの
排除を撤廃しえないことを前提とする一方で、協働から排除される人が道
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徳的配慮の対象であることも当然の前提としている。
これは協働の排除性を問題にしなくてよいということではない

4 4

。生産的
貢献をなしえない人が例外的と言える範囲を超えて存在するとすれば、あ
るいはそうした人が適切な配慮の欠如ゆえに生産的貢献を行えない立場に
置かれているとすれば、それはロールズ的な相互性が全ての人に是認され
えない問題含みの理念であることの兆候である。協働からの排除は不断に
極小化されなければならない。それがいかに可能かを次節以降検討する。

三　修正の試み①―正義原理の拡張的適用

ロールズ理論の部分修正により非典型的資質をもつ人を包摂する試みを
検討しよう。本節では、協働の四要件と協働への十全な参加の要請を維持
しつつ、協働の十全な参加者でない人に正義の原理を拡張的に適用する戦
略を扱う。その代表的論者がフリーマンである。
ロールズ主義においては、協働に参与できない人にも正義の自然的義
務、人権、社会的ミニマムが提供されなければならない。これらは正義の
原理の一部ではないが、フリーマンはその内容を正義の原理を参照するこ
とで特定することを提案する。特に重要となるのは公正な機会均等原理
（FEO）である。FEOは一定のケア、教育、職業訓練を社会が提供するこ
とを指令するが、協働に十全に参与できない人には直接適用されない。と
いうのもフリーマンによれば、協働に十全に参与できない人は、社会の基
礎構造を統べる正義原理が想定する道徳的関係の外側にいるからであ
る［36］。そのような人へのケア、教育や職業訓練の提供を要請する根拠は、
相互援助の自然的義務に求められる。フリーマンの提案は、これらの支援
のあり方を決めるためにアナロジーとしてFEOを参照することである［37］。
アナロジーとしての参照とは何か。それは、協働に十全に参与できない
人への相互援助の義務として社会が提供する支援の内容と程度を判断する
基準として、FEOをいわば疑似的に適用することである。それは協働に
十全に参与できない人に相当程度の支援を提供するものとなりうる。だが
疑似適用の戦略には、直接適用ではないことから二つの限定性が生じる。
第一に、疑似適用においては正義原理がもつ優先性は付与されない。正
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義原理は単に支援の内容を特定するために参照されるからである。ロール
ズの理論において、正義原理は辞書的優先性をもつ［38］。すなわち、まず
基本的諸自由の平等（とその行使の前提となる基本的ニーズ）が担保さ
れ、その制約内でFEOが実現され、そのうえで格差原理が適用される。
この優先関係ゆえに、基本的諸自由の減少を経済的便益によって補うとい
うような操作は許されない。さらに、効率性などのその他の考慮事項は、
正義の二原理充足後に初めて配慮すべきものとなる。フリーマンの枠組み
では、非典型的資質をもつゆえに協働に十全に参与できない人へのケア、
教育、職業訓練の提供などの支援もまた、正義の二原理充足のあとでのみ
配慮されるべき事柄として位置づけられてしまう。
第二に、社会の基礎構造を統制する正義の指令内容は協働への十全な参
加者のみを想定して決められる。つまり社会の主要な諸制度は、二原理
（平等な諸自由、FEO、格差原理）が協働への十全な参加に適した人々に
とって実現されるよう編成される。このような社会の基礎構造のあり方を
前提とした公正な機会の均等が、協働に十全に参与できない人への支援の
程度を規定するための判断基準となる。FEOは同程度の資質と意欲をも
つ人に同等の機会が開かれていることを要請するが、非典型的資質をもつ
人がどの程度の機会をもつべきかは、協働への十全な参加に適した資質を
有する人々を想定して編成された社会の諸制度のもとで判定される。これ
は例えば、あらかじめ全情報が文字で伝達されるように社会を設計したう
えで、文字の判読ができない人がその社会で得られるであろう機会を
FEOに適うものとみなすことを意味する。そして、そのようにして特定
された機会の水準に見合うように、非典型的資質をもつ人への教育や職業
訓練などの支援の程度が決定されることになる。
フリーマンの修正がもつこれらの限界は包摂性の観点からして問題であ
る。十全な社会的協働のあり方はなお特定の特徴をもつ人々を想定して規
定され、それがいわば標準モデルとして正義に適った社会のあり方の検討
において特権的役割を与えられる。標準モデルが想定する特徴を共有しな
い人々はその検討過程の大部分において考慮の対象外とされながら、その
検討結果を一方的に押しつけられることになる。正義の原理とそれに基づ
いて編成される社会の諸制度が協働への十全な参加に適した資質をもつ人
を標準とすることにより、非典型的資質をもつ人は社会的協働から排除・
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周縁化される。
フリーマンの弁明によれば、重度障害者への（正義原理に由来しない）
義務に対して、正義原理が常に優先するわけではない［39］。だが彼は、重
度障害者への支援が正義原理に対してどの程度、またどのような根拠から
優先されるのかを説明していない。加えて、仮に

4 4

非典型的資質をもつ人へ
の支援が正義の二原理に対して優先性を与えられ、非典型的資質をもつ人
への支援が優先的に提供されるとしても、第二の限界は残る。原理適用に
先立って適切な支援の内容と程度を決める際に、協働に適した人を標準と
して想定する社会を前提とすることが論理的に組み込まれているからであ
る。

四　修正の試み②―協働の捉え直し

ロールズ理論の排除性の払拭は容易でない。だが角崎によれば、障害者
を適切に包摂するよう改訂できるならば、ロールズ主義は障害者の主体性
と意思を「（代理・代行するのではなく）支援し尊重する制度」のあり方
を示す指針となりうる［40］。筆者はこの見立てを共有するが、角崎が有望
と評するウォンとハートリーのロールズ主義修正案はその目的に充分に資
するものとなっていないと考える。
一節で見た四要件によれば、社会的協働は、① 公的な諸制度のもと社
会の他の成員に開かれており、② 生産的で、③ 個人の善の構想の追求を
尊重しなければならない（非搾取）。また、④ 社会はそのような活動のた
めの条件整備をしなければならない。
ウォンとハートリーの提案はこの協働理解の修正を伴う。ウォンは道徳
的諸力の潜在性を焦点化することで、ハートリーは協働の内容を拡張する
ことで、包摂性を確保しようとする。

ウォンは、道徳的諸力に関して、能力ではなくその潜在性の保持を正義
の主体たる要件とみなすことを提案する［41］。これは上記要件②を緩める
ことを意味する。これにより、道徳的諸力の潜在性しかもたないように見
える人のための、それらの能力を育成・促進するための諸条件の整備が、
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正義の第一原理から要請される［42］。この提案の背景には、才能と能力の
開発は社会的諸条件に依存するという認識がある。
大枠では望ましい方向を指し示しているものの、ウォンの提案には④が
不徹底であるという問題がある。ウォンの議論は第一原理を焦点としてお
り、その射程は基本的必要と道徳的諸力の形成に限られるからである。彼
女の議論では、社会の責務の範囲はほぼ全ての人が道徳的諸力を身につけ
るための条件整備までであり、個人が実際に協働に参加するための条件整
備までは要請されない。これは単に論点の欠落という理論的瑕疵ではな
く、理論が導く政策の目標を限定的なものとすることを意味する。非典型
的な資質をもつ人への支援を第二原理に結びつけないなら、支援は形式的
自由の平等のみを目指すものとなり、自由が個人にとって実質的な意義
（真価［43］）をもつための条件整備には立ち入らないことになる。したがっ
て、ウォンの提案はフリーマンより多くの人を正義の主体として支援する
一方で、協働への参与に向けて社会が提供する支援の程度

4 4

に関してはフリ
ーマンと大差ないものを指令することになる。貢献を見込めない人は結局
協働から排除されるという松尾の相互性批判をウォンは免れえない。

ハートリーは、社会的協働とみなされるものの範囲の拡張により、大部
分の障害者の協働への包摂を試みる。彼女は協働における善の構想の必要
性を否定し、通常ロールズ主義者が社会的協働とはみなさない活動にまで
社会的協働の範囲を拡張する。そこには、子育てや家事、政治、公務など
自明なものだけでなく、友人関係や家族への参加、単に誰かとともにいる
こと、言語を介さない意思疎通までが含まれる［44］。ハートリーによれば、
ともにいることや意思疎通はとりわけ市民間の相互尊重の関係を維持する
うえで社会にとって有用でありうる［45］。この主張自体はもっともらしい。
だがハートリーの議論は、搾取と支援切り詰めの危険を孕んでいる。
第一に、ハートリーの提案は社会的協働を上記③の意味で搾取的なもの
にしかねない。協働の四要件に基づくなら、ある活動が他者に利益を提供
したり正義の促進に寄与したりすることは、それが社会的協働であるため
の充分条件ではない。ハートリーの提案は②を満たすとしても、その他の
要件に抵触する。ハートリーは、意思疎通やともにいることなど、極めて
私的な関係のなかで行われる行為を協働に含めており、しかも協働にとっ



384　　　年報政治学 2021‒Ⅱ号

て一定の善の構想のための能力が必要となることを否定している［46］。こ
れは①と③に抵触する。これらの制約がなければ、閉じた関係のなかで行
われ、本人の善の構想を無視する仕方でなされる行為が協働とみなされ、
それが社会によって奨励さえされかねない［47］。例えばハートリーは、精
神的障害をもつ人たちと接し、彼女たち／彼らの謙虚で親切な心持ちに触
れることは、多くの学びをもたらしてくれるだけでなく、相互尊重に基づ
く社会を脅かす傲慢さを挫いてくれると言う［48］。この主張は真実を捉え
ていよう。だが、こうしたことを本人が望んでいるかに適切に配慮せずに
他者ないし社会がそこから利益を得るならば、それは搾取的である。彼女
たち／彼らが自らの善の構想（の萌芽）に照らしてそのような役割とは異
なる仕方での協働への参与を追求することを望む可能性への配慮が、ハー
トリーの構想には見られない。周りの人との信頼関係の構築や意思疎通が
それだけで
4 4 4 4 4

適切な社会的協働であるという考えは、社会制度の正義を問う
規範的想定としては不適切である。
第二に、ハートリーによる生産的協働の拡張は、非典型的資質をもつ人
が協働に参加するための条件整備の切り詰めを正当化する含意をもちう
る。これは④に関わる。ハートリーは大多数の障害者がすでに家事労働や
ケア、意思疎通により生産的貢献をしており、彼女たち／彼らはロールズ
的理論が想定する十全に協働的な社会の成員とみなされるべきだと主張す
る。だがこの主張は、善の構想の追求および訓練や探求を通じた能力開発
の必要性の否定を含意しかねない。〈他者とともにいることを含む広範な
活動が適切な社会的協働である〉という包摂のための主張は、非典型的資
質をもつ人をその人がすでに行いうる活動の範囲に閉じ込める抑圧の論理
に反転しうる。重要なのはハートリーがこの反転を防ぐ論拠をもたないこ
とである。彼女は多様な協働のあり方の間に優劣はないとするとともに、
協働に善の構想のための能力が必要であることを否定するからである［49］。
協働において個人の善の構想の追求が必須でない以上、善の構想を可能な
限り尊重すること、すなわち協働の具体的な形がそれを行う人の善の構想
と極力重なるための条件整備も不要とされうる。したがって、個人による
生産的貢献のための条件整備も、狭義の基本的ニーズの充足などを除いて
は、正義に適った社会制度の要件として要請できなくなる。ハートリーの
考えに従うなら障害者を含むほぼ全ての人はいわば生きているだけですで
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に協働が可能だからである。
別言すると、ハートリーの考える相互性は直接モデルに近くなる。生存
に関する必要が満たされているならば、誰もが協働への参加者として何ら
かの貢献をなしうることになるからである。ミニマルな基本的ニーズが保
障されている限り、貢献に関する相互性のあり方は直接モデルと同型にな
る［50］。そこでは個人は貢献をすることを無条件に常に期待され、貢献し
ないことは個人の責務不履行とみなされうる。ハートリーは協働の範囲を
広げる一方で、それでもなお貢献しない（できない）人を直ちに批判に晒
す図式を意図せず肯定してしまっている。

ウォンは非典型的資質をもつ人が協働に参加することまでを目標とする
実質的な支援を要請する根拠を示し損ねている。そしてより包摂性を高め
るハートリーの試みには、搾取、協働のための実質的支援の切り詰め、そ
して非貢献的個人への留保なき非難を導きかねない危うさがある。次節で
は、こうした不備を乗り越えるロールズ主義の構想を提示する。

五　提案―条件整備としての支援の拡張

本稿は相互性の制度媒介モデルと協働の四要件を維持し、その十全な充
足を目指す。本稿のロールズ主義修正案は、道徳的諸力の形成から協働へ
の参加までを実質的に支援する条件整備を、正義の優先的課題として位置
づける。それは、⑴ 制度的・人的支援への根元的依存性の認識に基づき
協働を理解すること、そして、⑵ 基本財の多元的理解を通じて協働のた
めの支援提供の重要性を明示することに関わる。

⑴

本稿は、協働や能力についての過度に個人主義的な理解を退ける。ロー
ルズにおける能力や協働についての通常性の想定の問題についてはすでに
触れた。この想定はしばしば、各個人の能力や貢献が他者のそれから切り
離して明確に特定できるという個人主義的想定を伴うものとして理解され
てきた［51］。だがそれは唯一の解釈ではない。個人の能力の行使や協働に
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関する個人主義的想定を緩めることが本稿の第一の提案である。
能力や労働の個人主義的理解は必ずしも現実に忠実でない。むしろ、個
人の能力の発揮や協働は常に有形無形の制度的および人的支援に依拠して
いる［52］。社会は特定の能力（例：合理的思考、視覚、識字能力、二足歩
行）を中心に編成され、生産的活動はさらにある種の能力（例：計算、安
定した集中力）に中心的役割を与える仕方で組織され、教育や訓練はそれ
らを優先的に発達させることを目的としている。またそのような社会を前
提として高い生産性を有するとされる人は様々な有償・無償の人的支援
（例：仕事の補佐役、情報・技能・労働力・承認などを提供する友人やパ
ートナー）をより容易に得ることができる。社会とその諸制度のこのよう
なあり方は、特定の資質をもつ人に有利に、別の資質をもつ人には不利に
働く。個人は独立に能力を有するのではなく、このような制度的・人的な
関係性の中で能力を発揮し協働に従事している。本稿は能力や協働につい
てのこのような脱個人主義的な理解に基づいてロールズ理論を解釈す
る［53］。
ロールズの理論においてこのような支援に関わる主要な制度には家族、
教育、職業訓練、アソシエーションなどがあるが、ここでは教育と職業訓
練に焦点を絞ろう。ロールズは一定の教育と技能の訓練を人々が市民とし
て社会に参加するうえで不可欠であるとして、それらを憲法の必須事項で
ある基本的ニーズに数えている［54］。またロールズは、正義に適った制度
構想について語るなかで、教育と訓練によって獲得されたスキルが様々な
市民に広く所有されることを要請している［55］。市民が協働への十全な参
加者となるには、教育や職業訓練への広いアクセスが必須であるとロール
ズは考えていた。
だが彼は教育や職業訓練の具体的内容や形態は特定していない。その具
体的あり方は社会の状況によって、また何を能力や協働の「通常」の形と
みなすかによっても変わってくる。先述の通り、本稿は様々な制度的・人
的支援に依存していることを能力の開発・行使と協働の通常の形と捉え
る。これにより、正義の要請する支援を拡張的に理解する途が開ける。
この理解から導かれる教育と職業訓練のあり方として重要な特徴を二つ
確認しよう。ひとつは、道徳的諸力の行使のための支援を、より具体的な
協働のための支援と連続的なものと捉え、社会による条件整備の一部とす
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ることである。この点はウォンの提案と一部重なる。道徳的諸力はロール
ズの理論において正義の主体となる人格を規定するものであるが、その形
成と行使は他の能力と同様に様々な支援に依存すると考えるべきである。
例えば言語的コミュニケーションや体系的思考を行えない人であっても、
（過度の介入や押し付けをせず）共感性をもってそのような人の心の動き
を理解しうる支援者［56］の助けを借りることで、道徳的諸力を行使できる
人は多くいるだろう。そうした人はロールズ的正義の完全な主体とみなさ
れるべきである。もうひとつは生涯にわたる継続的な支援を公的な教育・
職業訓練のひとつの形として位置づけることである。これには例えば意思
疎通や体系的思考の微弱さを補うような支援を、職場を含む様々な場で生
涯にわたって受けることが含まれる。こうした支援を、それが長期に及ぶ
ことや被支援者の生の広範な局面に関わることをもって公的に提供される
べき条件整備から除外することは恣意性を免れない［57］。そもそも現在の
社会で生産的とみなされている人も、生涯にわたって協働を効果的に行う
うえでの様々な制度的・人的支援を得ている。
この認識と協働の四要件から次の含意が導かれる。すなわち、いかに資
質が非典型的であっても、制度的・人的支援を得ることで道徳的諸力を発
展・行使できる人は正義の完全な主体であり、社会的協働への十全な参加
者たりうる。そしてそのような人に対して、正義の原理の指令に従って、
道徳的諸力を行使するための支援と、その人の善の構想の追求を尊重する
仕方でより具体的な協働の能力を開発・行使するための条件整備を行うこ
とが、社会に要請される。この条件整備には、被支援者の生の広範な局面
での長期的な支援が含まれうる。仮に社会がそのような条件整備に失敗す
るとしたら、それは相互性の責務の社会の側の不履行となる。

⑵

第二の提案は、格差原理適用時に、ロールズがその最も単純な形と呼ぶ
ものを退け、基本財の説明を単純化せず用いることである。格差原理の最
も単純な形とは基本財の指標を所得と富に限定するものである［58］。その
一方で基本財は本来多元的なものとされる。ロールズは基本財の代表的要
素として、基本的諸権利と諸自由、権威と責任が伴う役職や地位、所得と
富などをあげたうえで、「最も重要な基本財」として自尊の社会的基盤を
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あげている［59］［60］。本稿は、分配問題を考えるための指標として基本財の
この多元的な説明を用いるべきと主張する［61］。
特に重要なのは、自尊の社会的基盤が最重要の基本財であることであ
る。基本財の予期は人々の境遇の指標として用いられ、それにより最も不
利な人が特定される。したがって、自尊の社会的基盤が最重要の基本財で
あることは、自尊の社会的基盤を欠く人が最も不利な人として特定されや

4

すく
4 4

なることを意味する。同様に、格差原理が指令する最も不利な人の境
遇を最大限改善する制度編成のあり方も、特別な重みをもつ基本財である
自尊の社会的基盤を重視するものとなる。
教育と職業訓練は自尊の社会的基盤に関わり、その限りで格差原理にお
いて優先的な配慮の対象となる。まず、教育はそれ自体自尊の社会的基盤
である。教育は能力の開発に加えて、「当該社会の文化を享受しそこで行
われることに参加することを可能にし、またそれにより各個人に自分自身
の価値の確固たる感覚をもたらす」［62］。また職業的技能の訓練や就労支援
は、もうひとつの自尊の社会的基盤である意味ある仕事にアクセスするた
めに必要となる。意味ある仕事への機会を与えられないことは「市民の自
尊にとって破壊的である」と同時に「自分が社会の構成員であるという感
覚」をも脅かす［63］。社会によって不要な者として扱われることは個人の
自尊を脅かし、社会に背を向けるアンダークラスを生みかねない。
これは次の含意をもつ。すなわち、生まれもった資質の特殊性ゆえに、
意味ある仕事やその人の資質に適合的な教育や職業訓練にアクセスするこ
とが困難な人は、自尊の社会的基盤が脆弱であり、格差原理による配慮対
象の上位に位置する。また、そうした人が最も不利な人として特定される
とすれば、その人たちの境遇を改善する施策においても自尊の社会的基盤
の適切な保障が重視される。格差原理は最も不利な人の所得と富を最大化
するという意味での生産的な貢献をなす人にインセンティヴを与える制度
編成を指示すると考えられている［64］。本稿の提案においては同じ理屈が、
協働に参加することが困難な非典型的資質をもつ人に対して自尊の社会的
基盤をより適切に保障する制度編成を指示する。そこには、そうした人の
独自の資質と内面性を適切に尊重
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

・配慮する教育や職業訓練
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

、そしてその
ような支援のための専門的能力の開発

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

、支援者への高いインセンティヴ付
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

与
4

が含まれうる。
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相互性の多層性について先に見たが、ロールズによれば「最も深い」相
互性の観念は、人々の資質の分散やその他の偶然性の社会制度による利用
を、それが最も不利な人をも利する場合にのみ許容する［65］。その条件の
ひとつが、資質の差異と多様性によって可能となる「無数の相補性」が実
現されることである。この相互性の理念は上述のような支援の意義を一層
強める。そのような支援は、本人も未だ充分に見いだせていない、非典型
的資質が可能にする新たな相補性としての協働の実現を助けるからであ
る。そして、非典型的資質によって可能となる協働の実現は社会の支配的
な価値基準を緩め、人々が一層多様な協働のあり方を構想し実現すること
に寄与する［66］。

本稿の提案の他の論者との差異を確認しよう。
第一に本稿は、様々な形の支援を社会的協働にとって不可欠とみなすと
同時に、能力の欠如を補う広範で継続的な支援を、正義原理が社会の諸制
度を編成する際の分配対象として明示的に位置づける。フリーマンは非典
型的資質をもつ人への支援を正義原理に根拠づけられた規範的地位と優先
性をもつ要請として位置づけ損ねている。本稿の提案が個人の道徳的諸力
の涵養について社会による条件整備を要請することはウォンの見解と共通
する。だが本稿は、ウォンの理論の対象範囲（平等な基本的自由）を超え
る、個人が生産的貢献を行うための能力の開発・行使に関する支援の提供
が、格差原理によって要請されると主張する。
第二に、ハートリーとウォンが協働の四要件を部分的に否定するのに対
して、本稿はこれを社会的協働とそのための支援のあり方を導く理念とし
て重視する。社会的協働はあくまで公的に統制された諸制度を介して、他
者が利益として享受するものを提供する活動であり、またその利益は特定
の私的関係性をもつ人にのみ提供されるのではなく原理的に

4 4 4 4

社会の成員一
般に開かれていなければならない。そして社会は、個人の貢献に先立って
個人が生産的貢献をなしうるための条件整備を行う責務を負う。その条件
整備は個人の善の構想の追求を尊重する仕方でなされなければならない。
この意味での相互性が担保されないならば、協働への包摂は搾取的・抑圧
的なものとなりかねない。
第三に、人格の構想と社会の構想の関係の理解が異なる。フリーマンは
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前者が後者の対象者を選別するという図式に依拠している。ハートリーは
前者を薄くし後者への依存度を低める一方で、後者が前者を支える機制を
も極小化してしまっている。ウォンはそのような機制の意義を認識してい
るものの、それを道徳的諸力を焦点とする関係性としてしか理解していな
い。本稿はそれに加えて、公正な社会的協働のシステムとしての社会が協
働への参加者としての人格を可能にし、それにより多様な協働が実現さ
れ、翻ってそれが善の構想追求と自尊の支えとして人格を豊かなものにす
るという相互補強関係を重視する。
第四に、本稿とウォンの間には次の違いもある。ウォンが協働に必要な
道徳的諸力の潜在性を焦点化し特別な支援の要請を導出するとき、能力自
体をもつ人と潜在性しかもたない人との区分が生まれてしまう。これは余
計な線引きであるだけでなく、資質に基づく優位者と劣位者の区分を呼び
込みやすい。これに対して本稿の提案は、あらゆる人を生産的貢献のため
に支援を必要とする存在とみなす。この構想によれば、現在の社会の観点
から特別な支援を必要とするように見える人とは、現在の社会が適切な支
援の提供に失敗している人である。

結論

ロールズ的なリベラルな正義の構想が、生産性と相互性によって社会的
協働のあり方を規定することの意義は、個人の責任に先立つ社会の役割を
明確にすると同時に協働への包摂を搾取的でないものにすることである。
本稿のロールズ主義修正案は排除と搾取の両方に配慮しそれらを最小化す
ることを目指す。そのような理想的社会が実現できない場合にも、本稿の
議論は重要な含意をもつ。すなわち、そのような状況で非典型的な資質を
もつ人が貢献できないことは、個人ではなく社会の責務不履行を意味す
る。

［1］ Freeman 2007: 113, 125; Freeman 2018a: 151
［2］ e.g. 角崎 2018; Simplican 2016
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［3］ 本稿の主題は狭義のロールズ解釈ではなくこの意味でのロールズ主義である。
単純化していえば、フリーマンのロールズ主義にいくつかの修正を加えたもの
が本稿の立場となる。また排除についてはロールズの否定や超克を要請する議
論も多い。例えば後藤（2015）やSimplican（2016）は本稿の関心に近いが、本稿
の射程外とせざるを得ない。なお、本稿で扱うロールズの諸概念について主要
著作間での重大な差異はないものと理解する。

［4］ 貢献が生産的であることの意味については一節（要件②）を参照。
［5］ 本稿は障害を社会モデルに基づいて理解し（cf. Shakespeare and Watson 2018）、ま

たこれをより広く非典型的資質として論じる。
［6］ Rawls 1999a: xv, 4
［7］ 以後単に「協働」とも表記する。
［8］ Rawls 2001: 6; Rawls 2005: 16
［9］ White 2003: 113‒4
［10］ Rawls 2001: 50
［11］ Freeman 2018b: 185
［12］ Rawls 2001: 179
［13］ White 2014: 191; Freeman 2018a: 151
［14］ Rawls 2001: 179
［15］ Rawls 2001: 139
［16］ Rawls 2005: 284
［17］ 以後これらを「資質」と総称する。
［18］ これは四段階の系列の想定からも支持される（cf. Rawls 1999a: §31）。正義に適

った制度の設立は主に憲法と法律に関わり、個人に対する責務履行の要請は（よ
り後段の）執行に関わる。

［19］ Rawls 1999a: 65
［20］ 詳しくは角崎 2018を参照。
［21］ 松尾2019: 173
［22］ Ibid.
［23］ Rawls 2001: 42‒4
［24］ Ibid.: 123; Rawls 1999a: 88
［25］ Ibid.: 89
［26］ Ibid.: 271; Aas 2019
［27］ Rawls 1999a: 88
［28］ 齋藤 2007
［29］ Rawls 2005: 319
［30］ Rawls 1999a: 297
［31］ 松尾 2019: 202
［32］ Rawls 2005: 20
［33］ 角崎 2018
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［34］ Stark 2007: 131
［35］ Stark 2007; Freeman 2018b
［36］ Freeman 2007: 125‒6; Freeman 2018a: 124
［37］ Freeman 2007: 126
［38］ Rawls 2001: 42‒4
［39］ Freeman 2018b: 192
［40］ 角崎 2018: 295‒7, 303
［41］ Wong 2010
［42］ Ibid.: 134‒8
［43］ cf. Rawls 1999a: 179
［44］ Hartley 2020
［45］ Ibid.: 207‒8
［46］ Hartley 2009: 28
［47］ 親密圏内に閉じた活動を例外的に公的なものとみなす余地はあるが、③との関

連で搾取を防ぐ回路の放棄を意味する限りで①への抵触は重大な問題となる。
［48］ Hartley 2009: 29
［49］ Ibid.: 27‒9
［50］ ハートリーは相互尊重の関係を実現するための充分な貢献のみを求めるものと

して相互性を理解し、その要求度を低く見ている（Hartley 2014）。これは搾取の
過酷さを和らげるかもしれないが根本的な問題解決にはならない。

［51］ 個人主義的であることはロールズへのよくある批判のひとつである（Wolff 2015: 
ch.5; Shakespeare and Watson 2018）。

［52］ Scanlon 2018; Aas 2019
［53］ この理解はロールズによるアリストテレス的原理の説明や、社会における資質

の分散を共同資産とみなす相互性の「より深い」ないし「最も深い」観念とも
符合する（Rawls 1999a: §§65‒7, 86; Rawls 2001: 49, 124）。

［54］ Rawls 2005: 166
［55］ Rawls 2001: 139
［56］ 支援者のこの要件は善の構想の尊重の必要に由来し、個人の自律性を否定する

適応的選好形成を防ぐ意味をもつ。ただし善の構想は個人が社会的真空状態に
おいてもつものではなく、それ自体社会関係の中で形成され適宜修正されてい
くことが想定されている。他者の要望や正義に適った制度のもとでのインセン
ティヴに自発的に

4 4 4 4

応じて善の構想を調整することは搾取には当たらない。
［57］ 支援がどの程度提供されるべきかは⑵で検討する。
［58］ Ibid.: 65
［59］ Rawls 1999a: 54‒5, 348, 386; Rawls 2001: 58‒9
［60］ 自尊の社会的基盤には複数の異なる説明が与えられている。一方でロールズは

「基本的諸制度の諸相」が担うものとしての自尊の社会的基盤を、他の基本財と
は別のものとして基本財のリストに数えている（Rawls 2001: 58‒9）。以下で触れ
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るように、ロールズはいくつかの具体的制度について自尊に関わるものとして
論じてもいる。他方で彼は、二原理全体の制度および市民による肯定そのもの
を自尊の社会的基盤の例として挙げてもいる（Ibid.: 60）。本稿はこれらいずれの
説明をも否定せず、自尊の社会的基盤を複数の要素からなるものと理解する。

［61］ 本稿の主張はこれが正しいロールズ解釈であることに依存しないが、少なくと
もロールズはこのようなアプローチを採用する必要がありうることを認めてい
る（Rawls 1999a: 91‒2, 478‒9）。また、同じ箇所で彼は最も不利な人を特定する
基本財の指標の一要素として特に自尊に言及している。

［62］ Rawls 1999a: 87
［63］ Rawls 1999b: 50; Rawls 2001: 140
［64］ Kymlicka 2001: ch.3
［65］ Rawls 2001: 49, 76, 124
［66］ 詳細は別稿に譲る。
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